
１　希望申請要件

(1)

【営業種目】 ①または②のいずれかに登録がある者

【取扱品目①】

【取扱品目②】

＊登録基準日：入札参加申込書受付期間の最終日の属する月の１日

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7) 金融機関との取引が停止されているなどの経営不振の状況にないこと。

(8) 組合及びその構成員が、同一の案件を希望することはできない。

(9) 関係会社が、同一の案件を希望することはできない。

２　その他注意事項

(1) 発注図書は、申し込み後、入札参加資格が有となった者へ電子入札サービス上で配付する。

電子入札参加申込締切　： まで【厳守】

発注図書等配付予定日時： 以降配付予定

　

(2) 最低制限価格を設定する（事後公表　設定範囲について令和6年4月1日改正有）。

(3) 現場説明会は行わない。

(4) 入札保証金は免除とする。

(5)

(6)

受託者は、本件業務の履行を他に委託し、又は請負わせてはならない。ただし、本件業務における付
随的・補助的な業務について、あらかじめ委託者の承諾を得たときはこの限りではない。

「荒川区入札等参加停止措置要綱」に基づく入札等参加停止措置又は「荒川区契約における暴力団等
排除措置要綱」に基づく入札参加除外措置を受けていないこと。

令和8年10月7日 (水) 午前 10時00分

令和8年10月7日 (水)

＊関係会社の定義：東京電子自治体共同運営「物品買入れ等競争入札参加資格申請の手引き」に記載する関係
会社の定義による。

＊上記の入札参加要件をすべて満たしている者は、原則入札に参加できるものとする。ただし、入札までに上
記要件を満たさなくなったときは、入札に参加できない。また、開札後、落札者が契約締結までの間に上記要
件を満たさなくなったときは、落札決定を取消し、次点を繰り上げて落札決定を行う。

＊東京電子自治体共同運営サービス上の「一般競争入札参加資格確認申請書」の提出の際に、上記の（2）契約
実績を確認できる書類（契約書及び仕様書の写し）（3）登録書の写しを「添付資料」欄に添付すること。
（「参照」ボタンからファイル指定後、必ず「追加」ボタンを押下すること。）

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」という。）第167条の4第1項及び規則第5条
各号に該当していないこと。

施行令第167条の4第2項各号のいずれかに該当し、規則第6条第1項に基づき、区から一般競争入札ま
たは指名競争入札に参加させない措置をとられていないこと。

一般財団法人日本情報経済社会推進協会が認定した「プライバシーマーク」を取得していること、
または、ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）適合性評価制度の認証があること。

国又は地方自治体と契約した、一連の契約での税業務に関する印刷物作成及び封入封緘業務の履行
実績があること。

≪添付資料≫税業務に係る印刷・印字・封入封緘業務委託（令和９年度課税分）

荒川区契約事務規則（昭和39年荒川区規則第8号。以下「規則」という。）第7条の2に規定する資格
審査サービスに次のとおり登録されていること。

【所 在 地】 不問

【共同格付】 Ａ等級

フォーム（OCR・OMR伝票）【０３】　

印刷【１０１】

フォーム（その他）【０４】

本件の落札者へは、「荒川区が発注する契約に係る労働環境の確認に関する要綱」に基づき、事業所
や業務履行の現場等において、社会保険労務士による調査を実施する場合がある。

午後 04時00分

＊電話や電子メールでの発注図書配付の連絡は行わない。上記発注図書等配付予定日時以降に、電子入札サー
ビス の 「希望申請」から一般競争入札参加者資格確認結果通知書を受領後、「発注図書等受領」から入札説
明書・発注図書等を必ず受領すること。

令和5年4月1日から令和8年9月24日までの期間に、契約締結及び履行完了している、


